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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

売上高 (千円) 192,827 601,974 832,069 505,8211,394,875

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 6,303 51,146 39,067△198,746 59,554

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 16,248 52,023 22,475△204,581 56,829

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 38,000 44,200 123,825 123,825 165,650

発行済株式総数 (株) 30,840 31,240 36,240 36,240 44,540

純資産額 (千円) 91,780 158,909 340,634 127,982 239,098

総資産額 (千円) 185,760 318,456 679,485 604,7991,052,730

１株当たり純資産額 (円) 2,976.025,000.159,324.773,456.905,322.03

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 1,222.691,675.06 678.66△5,645.201,549.85

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 639.82 ― 1,544.06

自己資本比率 (％) 49.4 49.1 49.7 20.7 22.5

自己資本利益率 (％) 17.7 42.0 9.1 ― 31.4

株価収益率 (倍) ― ― 23.94 ― 7.81

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △86,069 △21,019 △16,473△182,395△159,274

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 44,179 39 △26,289 △99,800 △79,660

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 45,225 26,400 213,976 268,570 230,735

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 65,695 71,116 242,329 229,289 214,382

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
10

〔1〕

12

〔0〕

17

〔0〕

21

〔0〕

24

〔0〕

（注） １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　第２期、第３期及び第４期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第５期、第６期の財

務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、優成監査法人の監査を受けておりま

す。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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４　第２期、第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式

が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。また、第５期については、潜在株式は

存在しますが１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５　第３期までの株価収益率については当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しており

ません。第５期については、当期純損失であるため記載しておりません。

　　　 ６　当社は、配当を行っていないため、配当性向の記載はしておりません。

　　　 ７　当社は関連会社を保有しないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成15年10月精密測定機器、検査機器の販売及び輸出入を目的として、東京都杉並区において株式会社フォトニ

クスソリューション設立（資本金10,000千円）

平成16年12月独シュトイテ社製品の輸入・販売権を譲受、スイッチの輸入・販売開始

平成17年２月株式会社ＷＡＶＥ（資本金12,500千円）と合併

平成17年３月英エルコメーター社の測定器・試験機の輸入販売を開始

平成17年10月東京都大田区に本店移転

平成17年10月独シュメアザールグループの安全対策デバイスの輸入販売を開始

平成17年11月日本証券業協会のグリーンシート銘柄指定

平成18年11月商号を「株式会社インネクスト（英訳名　INNEXT Co.,Ltd）」に変更

平成19年２月札幌証券取引所アンビシャス市場に上場

平成19年９月東京都品川区に本店移転

平成19年10月京都市下京区に関西事業所設置

平成20年８月川崎市中原区に川崎開発センター設置
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３ 【事業の内容】

(1) 事業の概要

当社は、液晶技術製品の開発・製造・販売及び医療機器、計測機器、産業機器の輸入・販売を行っており

ます。

当社の事業の内容は、次のとおりであります。

　

①液晶機器事業

FPD検査装置分野では、セル用点灯検査装置（注）1やOLB検査装置（注）2、エージング装置（注）3など

を扱っています。 当社は、電気回路設計技術（デジタル、アナログ、ソフトウェア）、制御技術、プリント基

板設計技術を擁し、開発から製造・販売までを社内で一貫して行うことにより、ユーザー様の仕様に最適

な検査装置を迅速にご提供しています。主要顧客は、東芝モバイルディスプレイ株式会社（旧社名：東芝

松下ディスプレイテクノロジー株式会社）です。

FPD製造装置分野では、液晶パネル、タッチパネル、有機ELの製造ラインの構築を手掛けています。取扱装

置は、スリットコーター（注）4、スピンコーター、乾燥・焼成・洗浄装置、バッファー、ローダー・アン

ローダーなどです。 ラインは、CF製造ライン、タッチパネル製造ライン、有機EL製造ラインを構築します。

主要顧客は、中国液晶パネルメーカーです。　　

(注)1　セル（絵を出せる状態の液晶）の良否判定を行う検査装置。

(注)2　OLB（セルにタブ(液晶駆動IC)を熱圧着した状態）の圧着の良否判定を行う検査装置。

(注)3　モジュール（液晶の出荷前の最終状態）をエージング（モジュールをある温度、湿度等を　

　　　設定した環境に置いて動作させる。）する際の出画システム。

(注)4 リニアでスライドするノズルを用いて、ガラス基板にレジスト液（感光性の液体材料）を　　　 塗布

する装置。

　

②医療機器事業

当事業では主に独シュトイテ社のフットスイッチを輸入し、医療機器メーカー、大手医療専門商社等に

販売を行なっております。フットスイッチは、足を用いて医療装置の電源をON、OFF(デジタル)する為のス

イッチで、スピードコントロール機能（アナログ出力）やジョイスティック（前後左右に動かせるスイッ

チ）などが付いている装置です。

独シュトイテ社は、数社の電気医療機器メーカーと共同研究を行い、顧客のニーズに合わせた一連の医

療機器用フットスイッチを開発しております。医療技術現場において、応用範囲が多様であり、様々なバリ

エーションがあります。主にX線撮影、CTスキャン時のベッドの移動や、外科手術のレーザーのスイッチな

どに用いられ、現在話題のマンモグラフィ（乳がん検診装置）でも利用されております。

その製品の特徴は、手術室等において使用される診断装置、治療機器に求められる最高レベルの保護ク

ラス（防塵防水性）に達する技術を確立していること、多様な溶剤や高圧水で洗浄を行う過酷な手術現場

での環境でも安全に機能すること、治療行為に集中ができるストレスを与えない設計等にあります。

また、ケーブル接続の必要性がないワイヤレス・フットコントローラがあり、赤外線送信、あるいはプロ

トコルに従った冗長信号送信による安全な無線送信を可能としております。

　

③計測機器事業

当事業では塗料・塗装検査計測器の世界的メーカーである英エルコメーター社の電磁式・渦電流式膜

厚計、塗膜付着力試験機、クロスハッチカッター等数多くの測定器、試験機を主に販売しております。

主力販売商品の電磁式膜厚計、渦電流式膜厚計はどちらも金属上に塗装されたペイント皮膜、メッキ膜

の厚さを管理する目的のものです。各種製商品の表面処理膜の管理はその製品の寿命を決定する大切な

工程であり、製商品の出荷時の品質管理になくてはならない検査機器といえます。

また、（社）日本海事検定協会の新たな検査としての測定等にも対応した計測器として、今後需要が見

込まれております。
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④産業機器事業

当事業では、欧州の機械安全対策デバイスではトップメーカーである独シュメアザールグループの製品

を輸入し、工作機械メーカー、エレベータ業界、食品機械メーカー等に販売しております。

独シュメアザールグループは、工作機械向けの安全ドアスイッチ（独シュメアザール社）や制御モ

ジュール（独エラン社）をはじめ、エレベータ用位置決めスイッチ、食品機械向け高防水性操作スイッチ

および一般工業用リミットスイッチなど、人の安全に係るスイッチを長年製造し、全世界へ輸出しており

ます。
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(2) 事業系統図

当社事業の系統図は以下のとおりです。

①液晶機器事業

　

　

②医療機器事業

　

　

③計測機器事業

　

　

④産業機器事業
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４ 【関係会社の状況】

　　該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数（年） 平均年間給与(千円)

24 43.3 2.6 4,587

(注) １　従業員数は就業人員であり臨時従業員はおりません。

２　平均年間給与は、平成21年６月の支給実績に基づいており、基準外賃金を含んでおります。

３　従業員が前事業年度末に対して３名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであり

ます。

　

(2) 労働組合の状況

当社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における世界経済は、世界的金融不安が実体経済に波及したことにより、下半期に入り急激

に景気が後退しました。わが国経済におきましても内外需が落ち込み、企業収益の悪化、設備投資の減少、

雇用情勢の悪化など景気が後退しております。一部の景気動向調査では景気の持ち直しが伝えられてい

るものの、今後も景気は厳しい状況で推移していくものと思われます。

当社の主要事業が属するFPD（フラットパネルディスプレイ）業界は、液晶パネルの市況悪化に伴う生

産調整や設備投資計画の延期・中止が実施されましたが、第４四半期に入り、中国における「家電下郷」

など内需拡大政策に伴う液晶テレビの需要拡大等により、一部に回復の兆しが見えて参りました。

このような事業環境の中、液晶機器事業においては、設備投資の回復が見られる中国市場への販促に注

力し、中国企業へのFPD製造装置の販売が拡大しました。また、医療機器分野へ進出し、国内大手企業より

医療関連装置を受注し納入しました。この結果、売上高は1,107百万円（前年同期比498.7％増）となりま

した。

医療機器事業においては、主力顧客への医療用フット・スイッチの販売が堅調に推移したことなどに

より、売上高は106百万円（前年同期比6.7％増）となりました。

計測機器事業においては、船舶向けの膜厚管理ソフトの取り扱いを開始しましたが、売上への貢献は次

期以降であり、膜厚計など既存商品の販売により、売上高は48百万円（前年同期比2.1％減）となりまし

た。

産業機器事業においては、エレベーター業界への販促に注力しましたが、自動車業界の設備投資減少に

伴う工作機械需要の大幅な落ち込みの影響などにより、売上高は95百万円（前年同期比44.1％減）とな

りました。

また、販売費及び一般管理費においては、川崎開発センターの開設や、事業拡大に向けての人員増など

による費用の増加により、昨年と比べ78百万円増となっております。

これらの結果、当事業年度における売上高は1,394百万円（前年同期比175.8％増）、営業利益は129百

万円（前年同期は営業損失199百万円）、経常利益は59百万円（前年同期は経常損失198百万円）、当期純

利益は56百万円（前年同期は当期純損失204百万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物は、税引前当期純利益の計上及び売上債権の増加等の要因に

より営業活動による支出159百万円、投資活動による支出79百万円、財務活動による収入230百万円とな

り、前事業年度と比べ14百万円減少し、当事業年度末には、214百万円（前年同期229百万円）となりまし

た。また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、△159百万円（前年同期は△182百万円）となり

ました。これは主に、税引前当期純利益57百万円、売上債権の増加額398百万円、たな卸資産の増加額22百

万円、仕入債務の増加額104百万円、デリバティブ評価損47百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、△79百万円（前年同期は△99百万円）となりま

した。これは、主に有形固定資産の取得による支出59百万円、投資有価証券の取得による支出15百万円に

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、230百万円（前年同期は268百万円）となりまし

た。これは主に、短期借入金の純増額17百万円、長期借入金の借入による収入200百万円、新株発行及び新

株予約権の行使による株式の発行による収入83百万円によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 195,303 39.4

医療機器事業 － －

計測機器事業 － －

産業機器事業 － －

その他 － －

合計 195,303 39.4

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 559,025 1,214.1

医療機器事業 83,966 1.8

計測機器事業 21,416 △32.2

産業機器事業 79,684 △45.4

その他 9,785 －

合計 753,877 149.1

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 1,127,063 395.0 73,089 37.1

医療機器事業 104,668 △ 0.9 17,383 △ 11.1

計測機器事業 49,427 2.0 536 －

産業機器事業 92,813 △ 45.1 4,345 △ 37.3

その他 40,623 － 4,166 －

合計 1,414,596 156.9 99,521 24.7

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 1,107,297 498.7

医療機器事業 106,829 6.7

計測機器事業 48,891 △ 2.1

産業機器事業 95,400 △ 44.1

その他 36,457 －

合計 1,394,875 175.8

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

L-TES SYSTEM LIMITED － － 549,000 39.4

Newage Giken Limited － － 226,000 16.2

コニカミノルタエムジー株式会社 － － 144,089 10.3

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
前事業年度に販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

　

３　主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。

輸出先

前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

アジア － － 804,020 100.0

計 － －
804,020

（57.6％）
100.0

　　(　)内の数値は総販売実績に対する輸出高の割合であります。

　　前事業年度は、総販売実績に対する輸出高の割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社は、平成21年６月期から平成23年６月期における中期経営計画「NEXT STAGE 2011」において、平成

23年６月期の売上高20億円を目標として掲げ、「成長軌道を確立するための基盤構築」に取り組んでおり

ます。

「NEXT STAGE 2011」の初年度である当事業年度においては、下記について施策を実施し基盤を強化しま

した。

・FPD製造装置の開発・製造を行う川崎開発センターの開設

・中高齢層向け電化製品等の企画・開発・販売を行うコンシューマプロダクツ事業の開始

・営業力強化に向けた営業人員の増員

・業務効率化、精度向上に向けた新業務システムの導入

　

今後、一層の基盤強化に向けて、対処すべき課題として以下の項目を掲げております。

　(1)液晶機器事業

①人材の確保と育成

　　さらなる業容拡大を支える事業部門の後継技術者を育成し、かつ積極的に優秀な人材の採用を図ること

を最重要課題として取り組んで参る方針です。

② 生産技術の向上

　　当社が現在主力製品としている液晶技術製品マーケットは、今後拡大が想定されているため、生産技術能

力を向上していく必要があります。また生産技術能力を向上させることで、メーカーとしてのノウハウ蓄

積と、顧客ニーズである製品の短納期を可能とすることで信頼性を高め、収益基盤をより強固なものとす

るように図って参る方針です。

③ 新規顧客の獲得

　　当社が現在主力製品としている液晶技術製品は、顧客の液晶ディスプレイ製造の中核であり、製造・検査

工程において欠かすことのできない製品で、当社は製造工程に関する顧客ニーズを蓄積しております。こ

うした顧客ニーズに応える液晶ディスプレイ製造・検査装置の納入を継続するとともに、新たな顧客の

獲得など、業容の拡大を図って参る方針です。

(2) 医療・産業機器事業

　①人材の確保と育成

　　さらなる業容拡大を支える事業部門の後継技術者を育成し、かつ積極的に優秀な人材の採用を図ること

を最重要課題として取り組んで参る方針です。

②新規顧客の獲得

　　当社が現在主力商品としているフットスイッチの応用範囲は広く新たな顧客ニーズを掘り起こし、安全

機器においては防爆の各企業独自の基準の構築により新たな顧客の獲得など、業容の拡大を図って参る

方針です。

　(3)管理部門

　　当社においても、内部統制システムの構築は最重要課題の一つとして認識しております。これまでも、総

務部を中心として内部監査を実施し、内部統制の強化を推進して参りましたが、金融商品取引法への対応

を踏まえてさらなる体制強化が必要になっております。このような認識のもと管理部門についても、タイ

ムリーディスクロージャーやコーポレート・ガバナンス強化及び迅速な開示体制の強化の観点から優秀

な人材の確保を図って参る方針です。
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４ 【事業等のリスク】

　　以下には、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載し

ております。なお、記載事項のうち将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成21年9月30日）現在

において当社が判断したものであります。

　

１．当社の事業内容に関する環境について

　

(1) 市場環境等に関する事項

①技術革新の対応について

液晶機器事業において製造するFPD製造装置及びFPD検査装置は、今後、技術開発により液晶に代わるディ

スプレイ等が開発された場合、既存のFPD市場規模が縮小し、当社の販売が減少する可能性があります。

医療機器事業において販売する医療機器は、製品基準等の変更により基準に適合しない場合、販売に影響

があるものと考えられます。また、新製品に対応した研究開発はメーカーに依存しており、その対応が遅れ

るような場合には、同業他社に優位性を奪われる危険性があります。

計測機器事業において販売する計測機器は、トレーサビリティ（注）1 が確保された校正証明書の発行が

可能な製品ですが、技術革新により性能と価格の優位性が失われた場合には、同業他社に優位性を奪われる

危険性があります。

産業機器事業において販売する当社の産業安全機器は、今後新たな規格（国際規格も含む）が制定された

場合、あるいは日本における安全への取り組みが大きく変化した場合、技術的な対応をメーカーに依存して

おり、その対応が遅れた場合には、同業他社に優位性を奪われる危険性があります。

このように各種液晶技術製品及び医療・計測・産業技術商品は技術革新が速く、日進月歩で進化してお

り、また基準規格等の変更などの対応の遅れによっては販売機会の損失など当社の業績および財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

　（注）1 　品質マネジメントシステムにおいて使用される定義で、ISO9000：2000においては「考慮　

　　　　　の対象となっているものの履歴、適用または所在を適用できること」と定義されており、

　　　　　具体的には「処理の履歴」「材料及び部品の源」などが挙げられている。

②法規制の適用の可能性について

当社製品および商品に関して、特別な法規制は現在ありませんが、今後、強化され、各事業における競争力

が低下した場合には、当社の事業の推進に支障をきたし業績に影響を及ぼす可能性があります。

　③市場動向の変動について

当社の液晶機器事業は、デジタル家電や携帯電話、パソコンといった液晶ディスプレイを有する機器市場

が牽引役となっております。これらの業界は、情報化・ユビキタス社会への進展という流れに向けて、その

基幹産業部門として今後、しばらくは拡大基調を続けていくものと考えられますが、予想外の市場の収縮が

あった場合には、当社液晶機器事業の製品の売上が減少し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、液晶事業部門におきましては、新規顧客開拓に努めており、主要販売先への売上高が全体の売上高に

占める割合は年々低下傾向にあり、今後も引続き特定の取引先に依存しない経営体制作りを進めてまいり

ます。
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　(2)特定の事業分野等への依存について

　①液晶機器事業への依存について

　　当社の売上高に占める液晶機器事業の割合は、当事業年度においては79.4％（前事業年度36.6％）となっ

ております。従って、液晶機器事業が何らかの事情により継続が困難な状況に陥った場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。

②特定の取引先への依存について　

当社の液晶機器事業は、中国企業への販売が増加し、当事業の売上高において大きな割合を占めておりま

す。今後も中国を中心に海外への販売は増加する見込みです。海外において、政治的、経済的に不安定な状態

となり、顧客メーカーの運営に支障が生じた場合、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。

また、中国企業への販売が増加したことにより、売掛金の回収サイトが従前より長期化しており資金の効

率的な運用に影響があります。海外企業からの長期の回収遅延等が発生した場合、当社の事業に影響を及ぼ

す可能性があります。

当社の医療機器事業、計測機器事業および産業機器事業は、その製品の大半を海外からの輸入に依存して

おります。輸入先はドイツ、イギリスと政治的、経済的に安定しております。今後これらの国が政治的、経済

的に不安定となり、輸入が困難となった場合には、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。

③取引先の信用リスクについて　

当社は売上の大部分を信用販売によって行っております。このため、得意先財務情報を入手し、取引のリス

クを軽減すべく与信管理を行っておりますが、取引先の収益および財政状態の急激な悪化によっては、保有

する売上債権の一部について回収不能となるリスクがあり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

２．財政状態及び経営成績の変動について

(1) 社歴が浅いことについて

当社は、平成15年10月に設立され、現在設立後7年目という社歴の浅い会社であります。また、第1期事業年

度においては、実質的に営業内容が現在と異なりかつ9ヶ月決算でもありました。そのため、十分な期間にわ

たる財務数値が得られないなど、過年度の財務状態及び経営成績では期間業績比較を行うための十分な財

務資料が得られておりません。今後の事業展開につきましても、過年度の経営成績だけでは当社の売上高、

利益などの成長性を判断するには十分とはいえないと考えております。
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なお最近６年間の経営成績は以下のとおりです。

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年６月平成17年６月平成18年６月平成19年６月平成20年６月平成21年６月

売上高 (千円) 572 192,827601,974832,069505,8211,394,875

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △43,123 6,303 51,14639,067△ 198,74659,554

当期純利益又は当期純
損失（△)

(千円) △43,17016,24852,02322,475△ 204,58156,829

資本金 (千円) 10,00038,00044,200123,825123,825165,650

純資産額 (千円) △33,17091,780158,909340,634127,982239,098

総資産額 (千円) 1,917185,760318,456679,485604,7991,052,730

１株当たり純資産額 (円)△33,170.042,976.025,000.159,324.773,456.905,322.03

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円)△43,170.041,222.691,675.06678.66△ 5,645.201,549.85

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) ― ― ― 639.82 ― 1,544.06

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。

設立第１期事業年度は、米国ｄBｍ社製品（光測定器等）の販売および中国におけるビジネス展開を探る

目的で開始されましたが、十分な成果を得ることができず572千円の売上で推移し、事業再編を行いました。

第２期事業年度は、平成16年12月より医療機器事業を開始し、平成17年２月より㈱WAVEと合併し液晶機器

事業を開始し、192,827千円の売上を計上いたしました。特に液晶機器事業は売上利益に貢献し経常利益は

6,303千円、当期純利益は16,248千円となりました。また、第三者割当増資を行い、債務超過を解消いたしま

した。　

第３期事業年度は、液晶機器事業が順調に推移し新規取引先の増加もあり売上高は、385,774千円を計上い

たしました。平成17年10月より産業機器事業を開始し、売上高94,033千円を計上、医療・計測事業とともに

新たな柱として貢献しております。

第４期事業年度は、液晶機器事業はタッチパネル製造装置の受注により売上高は大幅に増加し、519,187千

円（前期比34.6％増）を計上いたしました。医療機器事業においては、内視鏡向けだけでなくマンモグラ

フィ向けフット・スイッチ等の出荷も好調で122,776千円（前期比52.5％増）を売り上げており、産業機器

事業についても売上高144,212千円（前期比53.4％増）と好調に推移しております。

第５期事業年度は、液晶機器事業における受注が業界再編や在庫調整の影響により次期（当社の第６期）

に繰り越されたため減収となり、売上高は505,821千円となりました。産業機器事業及び計測機器事業につ

いては引き続き、順調に推移しております。

第６期事業年度は、液晶機器事業において、中国企業へのFPD製造装置の販売、国内企業への医療関連装置

の販売により、売上高は1,394,875千円（前期比175.8％増）を計上いたしました。医療機器事業は比較的堅

調に推移いたしましたが、計測機器事業は若干、産業機器事業は景気悪化の影響を受け、大幅に売上高が減

少しました。

　当事業年度においては、第三者割当増資を実施したことにより、また新株予約権の行使も含め資本金が増

加し165,650千円となっております。
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(2) 財政状態の変動について

当社は第１期事業年度において創業赤字として、43,170千円の当期純損失を計上し、その結果33,170千円

の債務超過となりました。

　

当社は第２期事業年度において、積極的に液晶機器事業・医療機器事業等の新規事業を立ち上げてまい

りました。また、平成16年12月１日および平成17年６月30日に第三者割当増資を行い、平成17年２月１日に

は㈱WAVEとの合併により財務体質の改善に努め債務超過を解消いたしましたが、累積損失26,921千円が

残っております。

第３期事業年度においては、液晶機器事業の売上高が大きく貢献するとともに医療・産業機器事業も順

調に伸びた結果、経常利益は51,146千円を計上し累積損失を解消しております。

第４期事業年度においては、平成19年２月14日に札幌証券取引所アンビシャス市場上場による公募を実

施し、財務体質はさらに強固となり、また、経常利益39,067千円を計上し内部留保を充実させております。

第５期事業年度においては、業界再編や在庫調整などの影響及び関西事業所開設、人員強化など将来への

投資により当期純損失を計上し、内部留保の減少となりました。

第６期事業年度においては、平成21年6月26日に第三者割当増資を実施、資金を調達し、借入金返済資金お

よび運転資金に充当し、財務基盤を強化しました。また、当期純利益56,829千円の計上により、内部留保を充

実させております。

　

(3) 新規参入の可能性について

　　当社医療機器事業での主力商品であるフットスイッチは、認定基準の厳しい欧州での認定を受けておりま

すが、今後国内メーカーが新規参入する可能性があります。医療分野においては、今後も設備投資が継続的

に行われるものと思われますが、技術的には開発も可能であり参入障壁は低いものと考えられます。また、

当社輸入元企業が今後日本に進出する可能性も否定できません。このような場合、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。当社計測機器事業および産業機器事業における商品についても、同様の新規参入によ

り業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)部材調達における環境規制について

近年、産業界の環境問題に対する関心の高まりから、使用部品や製品構成機器の環境保全対応の要求が多

くなり、RoHS（ロス）指令（注）2 を始めとした環境規制が高まってきております。当社は、早急に環境規

制に対応するべく、代替部材の調達、代替が困難な部品については、設計を変更する等の措置を講じており

ますが、代替部材が手当てできる前に、現在、使用している部材が生産中止になる可能性や、代替部材による

生産原価アップの可能性があります。このような場合、製品の生産ができなかったり、コスト高になり、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 （注）2 　EU(欧州連合)加盟国で2006年７月に発効する家電製品での有害物質使用禁止に関する規制

         を“RoHS(ロス)指令”という。鉛、水銀、六価クロム、カドミウム、PBB(ポリ臭化ビフェ  

         ニール)、PBDE(ポリ臭化ジフェニルエーテル)、という６種類の環境に有害な物質を含有す 

         る製品の出荷を禁止している。
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３．組織及び役員に関する事項

(1) 小規模な経営組織であることについて

当社は本有価証券報告書提出日現在取締役３名、監査役３名、従業員24名と規模が小さく、そのため内部管

理体制もこのような組織規模に応じた簡易なものとなっております。当社は、今後事業の拡大及び社内管理

システム拡充などの観点から、人員の増強、内部管理体制の強化を図る予定です。しかしながら、人材などの

確保が予定通り進まなかった場合、あるいは、既存の人材が社外流出、病気等における長期休暇が生じた場

合には、当社の経営活動に支障が生じ、当社の業績に影響を及ぼす恐れがあります。

(2) 特定の経営者への依存について

当社は企業規模が小さく、業務上、少人数の経営陣に依存しております。これらの経営陣がその任務を継続

的に遂行することも当社の成長要因の一部を構成しております。特に当社の事業は、代表取締役社長兼CEO

那須 郁雄、ならびに代表取締役兼CTO高橋 進の経営能力、技術力、営業力、人的ネットワーク等に依存する

点も大きく、今後、会社組織を整備し優秀な人材を採用及び育成していく予定ではございますが、組織的経

営が軌道に乗る前に役員が退任等の理由により経営から退いた場合、当社の事業展開に影響を及ぼす可能

性があります。

　

(3) 取締役・監査役の兼務の状況

以下の取締役・監査役は別会社の役員等を兼務しております。当社の事業に支障のないように、業務調整

を充分に図りながら、当社の事業拡大、事業計画の達成に向けて努力を惜しまない所存であります。

区分 氏名 他の法人等の兼職状況 兼務の内容

取締役 鈴江　貞雄 有限会社イズミプロジェクト 取締役

監査役 山口　吉一

山口吉一公認会計士事務所

誠栄監査法人

株式会社日本資本政策研究所

中央化学株式会社

エンゼル証券株式会社

株式会社フォトニクス

所長

代表社員

代表取締役

監査役

取締役

監査役

　

４．配当を実施していないことについて

当社の配当政策に関する基本的な考え方は、投資家の皆様に満足をいただける利益配当を恒常的に行うこ

とができるよう、まずは磐石な財務体質を築くための内部留保を充実させるということであり、現在までは

配当を実施しておりません。

新規事業投資等に必要な内部留保は従来どおり行いつつ、昨今の世情を勘案し、今後は当期純利益を基準

とした配当性向を重視し利益配当による株主還元を検討していく所存であります。しかしながら、計画通り

の利益が達成できなかった場合には、配当を見送る可能性もあります。

　
　

５. 新株予約権について

　　当社は、新株予約権の発行をしており、平成13年改正旧商法第280条ノ20に基づき、当社及び関係会社の取締

役、監査役及び従業員並びに外部パートナーに付与しております。その内容は「第４　提出会社の状況　１　

株式等の状況　（2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

　　本有価証券報告書提出日現在、これらの新株予約権による潜在株式数は4,110株であり、発行済株式総数

47,340株の8.7％に相当しております。

　　これらの新株予約権は、すでに行使期間が到来しており、その行使が実行されることにより発行される新株

は、将来的に当社の１株当たりの株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成へ

影響する可能性があります。
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６. 経営上の重要な契約

　　当社は以下の各取引先と販売代理店契約を新たに締結しております。この販売代理店契約が継続できない

場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

K.A.SCHMERSAL GMBH&Co.

（独シュメアザール

グループ)

ドイツ
独シュメアザールグループの

取扱製品
販売代理店契約

平成18年７月４日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

Elcometer Instruments

Limited

（英エルコメーター社）

 
英国
 

英エルコメーター社の

塗装関連検査装置
販売代理店契約

平成18年11月１日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

Steute Schaltgerate

Gmbh&Co.KG

(独シュトイテ社)

ドイツ
独シュトイテ社の

医療関係機器用製品
販売代理店契約

平成18年12月７日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

(注)　契約期間につきましては、いずれも事前の契約解除通告がない限り継続するものとなっております。

　

　
　

５ 【経営上の重要な契約等】

販売代理店契約

　

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

K.A.SCHMERSAL GMBH&Co.

（独シュメアザールグループ)
ドイツ

独シュメアザールグループの

取扱製品
販売代理店契約

平成18年７月４日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

Elcometer Instruments

Limited

（英エルコメーター社）

英国

 

英エルコメーター社の

塗装関連検査装置
販売代理店契約

平成18年11月１日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

Steute Schaltgerate

 Gmbh&Co.KG

(独シュトイテ社)

ドイツ
独シュトイテ社の

医療関係機器用製品
販売代理店契約

平成18年12月７日より

当事者いずれかよりの

申し出がない限り期限なし

(注)　契約期間につきましては、いずれも事前の契約解除通告がない限り継続するものとなっております。

　

　

６ 【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５経理の状況　１.財務諸表等（1）財務諸表　

重要な会計方針」に記載のとおりであります。この財務諸表の作成にあたって、見積りが必要となる事項

については合理的な基準に基づき会計上の見積りを行っております。

　

(2) 当事業年度の経営成績の分析

当社の当事業年度の経営成績は、急激な景気後退による影響が懸念されましたが、中国経済の「家電下

郷」などの内需拡大政策に伴う液晶テレビの需要拡大等によりFPD製造装置の販売が好調に推移し、国内

においても医療関連メーカー向け装置の納入が決定した結果、売上高1,107百万円（前年同期比498.7％

増）となり、全体では1,394百万円（前年同期比175.8％増）と前事業年度を大きく上回りました。

　

(3) 当事業年度の財政状態の分析

　（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、903百万円（前事業年度末は、479百万円）となり、424百万円

増加いたしました。これは販売拡大に伴う売掛金の増加426百万円が主な要因であります。

　（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は、148百万円（前事業年度末は、125百万円）となり、23百万円

増加いたしました。これは有形固定資産の増加8百万円、保険積立金の増加8百万円、投資有価証券の増加4

百万円が主な要因であります。

　（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は、686百万円（前事業年度末は、441百万円）となり、245百万円

増加いたしました。これは買掛金の増加104百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加41百万円、デリバ

ティブ債務の増加76百万円が主な要因であります。

　（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は、126百万円（前事業年度末は、35百万円）となり、90百万円増

加しました。これは長期借入金の増加89百万円が主な要因であります。

　（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は、239百万円（前事業年度末は127百万円）となり、111百万円増

加いたしました。これは繰延ヘッジ損失の増加28百万円に対し、資本金及び資本剰余金の増加83百万円、

利益剰余金の損失が56百万円減少したことが主な要因であります。
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(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「４.事業等のリスク」をご参照ください。

　

(5) 戦略的現状と見通し

戦略的現状と見通しについては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」をご覧ください。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　当事業年度のキャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フ

ローの状況」をご覧ください。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針については、「第２　事業の状況　３.対処すべき課題」をご覧くださ

い。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資については、FPD製造装置の研究開発拠点としての川崎開発センターの設備増強に

伴う設備投資を実施しております。

当事業年度の設備投資等の総額は、59,807千円であり、事業部門別の設備投資について示すと、次のとお

りであります。

　

　（1）本社

当事業年度の主な設備投資は、ＩＴ関連機器の購入による総額996千円の投資を実施いたしました。

　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　（2）川崎開発センター

当事業年度の主な設備投資は、研究開発用に必要とする液晶製造装置の購入57,457千円及びIT関連機器

1,354千円、総額58,811千円の投資を実施いたしました。

　　なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(平成21年６月30日現在)

事業所名
(所在地)

事業部門の名称
設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)機械及び

装置
工具、器具
及び備品

合計

本社
（東京都品川区）

管理部門
液晶機器事業部

医療・産業機器事業部
本社機能 9 1,082 1,092 17

関西事業所
（京都市下京区）

液晶機器事業部
関西事業所

営業業務 － 141 141 3

川崎開発センター
（川崎市中原区）

ファインテクノロジー
事業部

研究開発業
務

95,219 754 95,974 4

合計 ― 　 95,229 1,977 97,207 24

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

　
事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都品川区)

管理部門
液晶機器事業部

医療・産業機器事業部
工具、器具及び備品 6,065 14,624
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額(千円) 既支払額(千円) 着手 完了

川崎開発センター
（川崎市中原区）

研究開発 78,780 － 自己資金 平成21年7月 平成21年8月

(注)　上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

平成21年６月30日現在、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,960

計 124,960

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年９月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,540 47,340
札幌証券取引所
(アンビシャス)

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 44,540 47,340 ― ―

　　(注) 提出日現在の発行数には、平成21年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

　　　　 発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20に基づく新株予約権を発行しております。

取締役会決議日(平成17年６月15日)

　
事業年度末現在
(平成21年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成21年８月31日)

新株予約権の数(個) 4,110 4,110

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　4,110　  (注)１、３ 4,110

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　10,000(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日から
平成22年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　10,000
資本組入額　  5,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使により発行を請求

することができる株式数は、

１株の整数倍でなければなら

ない。

新株予約権の割り当てを受

けた当社の取締役若しくは従

業員は、権利行使時において

も、当社の取締役若しくは従

業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職等その他正当な

理由のある場合はこの限りで

はない。

その他の条件は、新株予約

権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り

当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契

約」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

       ２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、分割または併合の比率に応じ次の算式により払込

金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合

を除く）または自己株式の処分が行われる場合は、次の算式により調整されるものとし、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

　

調整後払込価額＝調整前払込価額×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整前払込価額

既発行株式数＋分割・新規発行(処分)株式数

　　　３　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年６月15日開催の取締役会における新株発行予定

数及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数（40個）及び新株予約

権の目的となる株式の数（40株）を減じております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年12月1日
（注）１

4,000 5,000 20,000 30,000 20,000 20,000

平成17年2月1日
（注）２

24,240 29,240 ― 30,000 52,702 72,702

平成17年6月30日
（注）３

1,600 30,840 8,000 38,000 8,000 80,702

平成17年12月14日
（注）４

400 31,240 6,200 44,200 6,200 86,902

平成19年2月13日
（注）５

5,000 36,240 79,625 123,825 79,625 166,527

平成20年７月１日～
　平成21年６月30日
（注）６

1,300 37,540 6,825 130,650 6,825 173,352

平成21年6月26日
（注）７

7,000 44,540 35,000 165,650 35,000 208,352

(注) １　現物出資による有償第三者割当増資

　　　　　 発行株数　　　　　：4,000株

　　発行価格　　　　　：10,000円

　　　　   資本組入額　　　　：5,000円

　　　　　 割当先　　　　　　：(株)フォトニクス

２　(株)ＷＡＶＥとの合併による新株式発行

　　　　　 合併比率：(株)ＷＡＶＥの普通株式１株に対し、(株)フォトニクスソリューションの普通株式2.4株を割り当てる。

３　有償第三者割当増資

　　　　　 発行株数　　　　　：1,600株

　　　　　 発行価格　　　　　：10,000円

　　　　 　資本組入額　　　　：5,000円

　　　　　 割当先　　　　　　：柄澤　憲彦 

４　公募増資（日本証券業協会のグリーンシートにおける公募増資）

　　　　 　発行価格　　　　　：31,000円

資本組入額　　　　：15,500円

５　有償一般募集（ブックビルディング方式）

　　　　 　発行価格　　　　　：35,000円

　　　　 　引受価額　　　　　：31,850円

　　　　 　払込金額　　　　　：24,650円

　　　　 　資本組入額　　　　：15,925円

６　新株予約権行使による増加

７　第三者割当増資の実施に伴う新株式発行

　　　　　 発行株数　　　　　：7,000株

　　　　　 発行価格　　　　　：10,000円

　　　　 　資本組入額　　　　：5,000円

　　　　　 割当先　　　　　　：グロースファンド10号、スリープログループ株式会社 

８　平成21年８月31日を払込期日とする第三者割当増資により、発行株式数が2,800株、資本金及び資本準備金　　

　　がそれぞれ14,700,000円増加しております。

　　　　　 発行株数　　　　　：2,800株

　　　　　 発行価格　　　　　：10,500円

　　　　 　資本組入額　　　　：5,250円

　　　　　 割当先　　　　　　：東神電気株式会社 
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(5) 【所有者別状況】

平成21年６月30日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ － 4 43 － － 1,703 1,750

所有株式数
(株)

－ － 634 28,185 － － 15,72144,540

所有株式数
の割合(％)

－ － 1.42 63.28 － － 35.29100.00

(注) 　「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、1,000株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

グロースファンド10号　業務執行
組合員　株式会社ＧＩＰ

東京都千代田区二番町12-13 8,000 17.96

株式会社イチヤ 高知県高知市帯屋町1-10-18 3,000 6.73

FP・L-２号投資事業組合　業務執
行組合員　株式会社エフピー・リ
ンク

東京都渋谷区猿楽町14-33-305 2,100 4.71

株式会社エンコムホールディン
グス

東京都港区赤坂8-5-26 2,000 4.49

グロースキャピタルファンド１
号　業務執行組合員　株式会社Ｇ
ＩＰ

東京都千代田区二番町12-13 2,000 4.49

スリープログループ株式会社 東京都新宿区西新宿7-21-3 2,000 4.49

ジャフコV2共有投資事業有限責
任組合　無限責任組合員　株式会
社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 1,700 3.81

岡本　和久 東京都港区 1,500 3.36

那須　郁雄 東京都世田谷区 1,487 3.33

MS投資事業組合３号　業務執行組
合員　株式会社マネジメントサ
ポート

神奈川県平塚市浅間町11 1,000 2.24

岡本　真央 東京都港区 1,000 2.24

株式会社証券保管振替機構 東京都中央区日本橋茅場町2-1-1 1,000 2.24

計 ― 26,787 60.14

(注)１　 グロースファンド10号は、平成21年６月26日に当社が第三者割当増資のため発行した株式5,000株を引き受け

たことにより主要株主になっております。

２　株式会社エンコムホールディングスより、平成21年９月２日付で当社株式に係る大量保有報告書の変更報告書

（報告義務発生日　平成21年８月27日）が関東財務局長に提出されております。

 　当該変更報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

株式会社エンコムホールディングス 東京都港区赤坂8-5-26 ― ―

EDINET提出書類

株式会社インネクスト(E01763)

有価証券報告書

27/74



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

単元未満株式 ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　
         44,540

44,540
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

発行済株式総数 44,540　　　　― ―

総株主の議決権 ― 44,540 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　
　
２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 該当事項はありません。

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

　当社の配当政策に関する基本的な考え方は、投資家の皆様に満足いただける利益配当を恒常的に行うこと

ができるよう、まずは磐石な財務体質を築くための内部留保を充実させるということであり、現在までは配

当を実施しておりません。

　新規事業投資等に必要な内部留保は従来どおり行いつつ、昨今の世情を勘案し、今後は当期純利益を基準

とした配当性向を重視し利益配当による株主還元を検討していく所存であります。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余

金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当は取締

役会、期末配当は株主総会であります。

　　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

最高(円) ― ― 28,900 28,500 14,300

最低(円) ― ― 11,800 9,990 3,650

(注)　株価は、札幌証券取引所（アンビシャス）におけるものであります。

当社株式は、平成19年２月14日から札幌証券取引所（アンビシャス）に上場されております。それ以前について

は、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 12,490 12,000 11,360 10,900 11,470 12,120

最低(円) 9,800 9,800 9,960 9,300 9,500 9,800

(注)　株価は、札幌証券取引所（アンビシャス）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 社長兼CEO 那　須　郁　雄 昭和31年７月29日生

昭和54年４月 中央信託銀行㈱（現中央三井信託

銀行㈱）入社

(注)2 1,487

平成５年７月 同社　審査部　審査役

平成11年４月 同社　融資企画部　次長　

平成12年４月 同社　参与

平成16年７月 ㈱ＷＡＶＥ入社、管理本部長

平成16年９月 同社取締役就任

平成16年12月 当社取締役就任

平成17年６月 当社代表取締役社長兼CEO就任

（現任）

代表取締役

CTO兼
液晶機器
事業部長
 

高　橋　　　進 昭和27年３月26日生

平成３年２月 日本テクトロン㈱入社

(注)2 600

平成13年４月 ㈱フォトニクス入社

平成15年７月 ㈱ＷＡＶＥ取締役就任

平成17年２月 当社取締役就任液晶機器事業部長

平成17年６月 当社代表取締役兼CTO就任液晶機

器事業部長（現任）

取締役 財務部長 鈴　江　貞　雄 昭和29年６月25日生

昭和58年８月

昭和63年６月

平成５年３月

平成７年５月

平成14年８月

 
平成17年３月

平成17年９月

 
平成17年12月

平成18年５月

㈱スターリング入社

同社取締役就任

スターネット㈱入社

同社取締役就任

アイフュージョン・テクノロジー

ズ㈱取締役就任

㈲ＭＳＰ取締役就任

㈲イズミプロジェクト取締役就任

（現任）

当社入社財務部長

当社取締役就任財務部長（現任）

(注)2 ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

監査役 ― 亀　田　　　哲 昭和16年８月８日生

昭和53年８月 東光通商㈱入社

(注)3 8

平成２年４月 同社営業部長

平成12年６月 同社取締役営業本部長

平成17年６月 当社入社

平成17年10月 当社監査役就任（現任）

監査役
（非常勤）

― 山　口　吉　一 昭和31年６月28日生

昭和60年10月 青山監査法人入所

(注)3 ―

平成７年８月 監査法人トーマツ入所

平成８年４月

 

山口吉一公認会計士事務所

開業　所長（現任）

平成９年９月 ㈱フォトニクス監査役就任

平成11年４月 誠栄監査法人設立　

　 同所代表社員就任（現任）

平成12年５月 ㈱フォトニクス取締役就任

平成13年10月 ㈱エスピーシー（現㈱SPC）

取締役就任

平成14年６月 ㈱ナノテックス監査役就任

平成15年７月 ㈱WAVE監査役就任

平成15年９月 ㈱SPC監査役就任

平成15年10月 当社監査役就任（現任）

平成16年５月

 

平成20年３月

㈱日本資本政策研究所設立

同社代表取締役就任（現任）

 中央化学㈱監査役就任（現任）

平成21年６月  エンゼル証券㈱取締役就任（現任）

平成21年９月  ㈱フォトニクス監査役就任（現任）

監査役
（非常勤）

― 鎌　田　穣　二 昭和17年４月16日生

昭和40年４月

 
平成５年６月

平成６年３月

平成６年７月

 
平成７年６月

平成11年６月

平成15年６月

平成18年５月

中央信託銀行㈱（現中央三井信託

銀行㈱）入社

同社取締役就任

京橋都市開発㈱代表取締役就任

日榮建設工業㈱（現　㈱アゼル）

顧問

同社取締役就任

㈱エンゼル代表取締役就任

㈱アゼル・㈱エンゼル退任

当社監査役就任（現任）

(注)3 ―

計 2,095

(注)　1.監査役山口吉一、鎌田穣二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

2.取締役の任期は、平成20年９月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

3.監査役の任期は、平成21年９月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　　当社は、公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレート・ガバナンスが重要な課題であると認

識しております。コーポレート・ガバナンスとは、株主及び投資家重視の基本方針のもと、経営の健全性、

透明性、効率性を高め、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築することです。あわせて企業価

値の増大化を図り、社会に貢献できる企業として、地域社会をも含めたすべての関係者と良好な関係を構

築することを目標としております。そのため、経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、タイムリーディ

スクロージャーの実践を通して利害関係者の意思や利益を適切に反映していくように努めております。
　

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

イ　会社の機関の基本的な説明

　　当社は監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日（平成21年９月30日）現在常勤監査役１名、非

常勤監査役２名の３名体制でその任にあたっております。監査役は原則としてすべての取締役会に出席

し、必要に応じて意見表明を行うなど取締役の業務執行全般にわたり監査を実施しております。また、月

１回の監査役会議を定期的に開催し、内部監査部門よりの報告や監査法人との協議などについて情報を

交換するなど経営監視が有効に機能するよう努めてまいります。

　　取締役会につきましては、有価証券報告書提出日（平成21年９月30日）現在３名で構成されており、取締

役会規程に基づき、監査役出席の下、経営上の重要な意思決定を討議し決定しております。当社では、原則

月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関す

る重要事項を決定するとともに、情報の共有化を図り業務執行の状況を随時監督しております。

　

ロ　会社の機関・内部統制の関係
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　ハ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（内部監査及び監査役監査の状況）

　　　当社では内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携を重視し、当該事業年度の内部監査計画・監査計

画を相互に協議の上で策定しております。その計画に基づき実施した監査の方法や結果についても、互い

に適宜報告することとしております。このほか常勤監査役が定期的に内部監査にも立ち会う等の方法に

より緊密に連携して意見交換等を行っております。

　　内部統制につきましては、当社は少人数の会社でもあり総務部において１名に内部監査を担当させ、補完

的に財務部が内部監査を行う体制をとっております。内部監査は、期首において監査計画を策定し定期的

に実施してまいります。

　

　二　会計監査の状況

　　　当社の監査人である優成監査法人及びその業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありません。

当社と優成監査法人の間で金融商品取引法監査について監査契約を締結し、それに基づいて報酬を支

払っております。当社の業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

資格 氏名 所属する公認会計士事務所 継続監査年数（注)１

公認会計士（代表社員・

業務執行社員）
加藤  善孝 優成監査法人 ―

公認会計士（代表社員・

業務執行社員）
小松　亮一 優成監査法人 ―

　（注）１　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　　２　監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士2名、会計士補等３名、その他4名であります。

　

　ホ　社外取締役及び社外監査役との関係

　　　当社は社外取締役を選任しておりません。

　当社と社外監査役との間には特別な関係はありません。また、社外監査役１名は他の会社等の代表もし

くは社外取締役及び社外監査役を兼務しておりますが、当該他の会社等との間には人的関係、資本的関係

はまたは取引関係その他の利害関係はありません。

　

　②リスク管理体制の整備状況

　　　当社のリスク管理体制は、特別な社内委員会等の設置はいたしておりませんが、経営上想定されるリスク

について管理部門である総務部および財務部において立案し、その対応やヘッジ方法については取締役

会において策定することにしております。以上に加えて、全役職員が事業展開をする上で、法令の遵守、社

会経済倫理に従っての行動を実践し、コンプライアンス意識やリスクマネージメントの教育を行い企業

倫理の向上に努めてまいります。
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③役員報酬の内訳

　　第６期事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬の内容

取締役に支払った報酬 45,787千円

監査役に支払った報酬（社外監査役への報酬4,180千円

を含む。）
7,080千円

計 52,867千円

　

　④取締役会にて決議できる株主総会決議事項

　　イ　自己の株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能にするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引

等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

　　ロ　中間配当

　当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすること

ができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもので

あります。

　　ハ　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことに

よる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、

法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。これ

は、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的としております。

　

　⑤取締役会の定数

　　　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

　⑥取締役会の選任の決議要件

　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　　　なお、取締役の選任決議は累積投票によらないものと定めております。

　

　⑦株主総会の特別決議要件

　　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とるものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社インネクスト(E01763)

有価証券報告書

34/74



(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

－ － 16,450 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬等は、代表取締役社長が各監査役の合意を得て定めてお

ります。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号　以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年７月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（自　平成19年７月１日　至　平成

20年６月30日）及び当事業年度（自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日）の財務諸表について、優成

監査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 229,289 214,382

受取手形 34,266 ※1
 6,711

売掛金 95,092 521,272

商品 59,015 －

製品 13,196 －

商品及び製品 － 116,300

原材料 8,654 －

仕掛品 21,405 1,319

貯蔵品 265 －

原材料及び貯蔵品 － 7,902

前渡金 4,422 2,019

前払費用 4,561 5,070

未収還付法人税等 10,484 －

未収消費税等 8,330 26,888

その他 489 1,974

貸倒引当金 △9,972 －

流動資産合計 479,502 903,840

固定資産

有形固定資産

機械及び装置 515 141,125

減価償却累計額 △332 △45,895

機械及び装置（純額） 182 95,229

工具、器具及び備品 4,143 6,493

減価償却累計額 △3,148 △4,516

工具、器具及び備品（純額） 994 1,977

建設仮勘定 87,631 －

有形固定資産合計 88,808 97,207

無形固定資産

商標権 679 606

ソフトウエア 463 236

電話加入権 24 24

無形固定資産合計 1,166 867

投資その他の資産

投資有価証券 7,493 12,129

保険積立金 10,739 19,327

差入保証金 17,089 17,044

長期未収入金 － 24,880

長期前払費用 － 1,714

その他 － 600

貸倒引当金 － △24,880

投資その他の資産合計 35,321 50,815

固定資産合計 125,296 148,890

資産合計 604,799 1,052,730
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 36,488 140,607

短期借入金 ※2
 360,000

※2
 377,499

1年内返済予定の長期借入金 17,160 ※2
 58,512

未払金 16,539 20,708

未払費用 － 7

未払法人税等 353 2,384

デリバティブ債務 9,701 86,460

預り金 835 718

その他 － 29

流動負債合計 441,078 686,928

固定負債

長期借入金 31,410 ※2
 121,110

退職給付引当金 4,328 5,593

固定負債合計 35,738 126,703

負債合計 476,816 813,631

純資産の部

株主資本

資本金 123,825 165,650

資本剰余金

資本準備金 166,527 208,352

資本剰余金合計 166,527 208,352

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △157,004 △100,175

利益剰余金合計 △157,004 △100,175

株主資本合計 133,347 273,827

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △235 △766

繰延ヘッジ損益 △7,834 △36,016

評価・換算差額等合計 △8,069 △36,783

新株予約権 2,705 2,055

純資産合計 127,982 239,098

負債純資産合計 604,799 1,052,730
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高

商品売上高 353,540 1,191,594

製品売上高 152,281 203,280

売上高合計 505,821 1,394,875

売上原価

商品期首たな卸高 52,336 59,015

当期商品仕入高 302,626 753,877

合計 354,963 812,893

商品期末たな卸高 59,015 113,130

他勘定振替高 ※1
 27

※1
 610

商品売上原価 295,920 699,151

製品期首たな卸高 221 13,196

当期製品製造原価 140,079 195,303

合計 140,300 208,499

製品期末たな卸高 13,196 3,169

製品売上原価 127,104 205,330

売上原価合計 423,024 904,482

売上総利益 82,796 490,393

販売費及び一般管理費

役員報酬 54,940 52,867

給料及び手当 60,709 83,551

法定福利費 11,148 13,941

退職給付費用 6,549 7,264

旅費及び交通費 22,071 －

広告宣伝費 3,791 －

消耗品費 5,413 －

支払手数料 16,644 －

顧問料 33,037 26,513

地代家賃 18,107 20,290

減価償却費 823 46,766

貸倒引当金繰入額 9,140 18,660

その他 40,234 ※4
 90,855

販売費及び一般管理費合計 282,610 360,710

営業利益又は営業損失（△） △199,813 129,682
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

営業外収益

受取利息 500 411

受取配当金 － 113

仕入割引 2,982 2,465

為替差益 8,410 －

法人税等還付加算金 － 631

その他 415 423

営業外収益合計 12,309 4,044

営業外費用

支払利息 8,533 13,295

株式交付費 － 815

デリバティブ評価損 1,867 47,936

為替差損 － 7,124

その他 841 5,001

営業外費用合計 11,242 74,172

経常利益又は経常損失（△） △198,746 59,554

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 3,752

固定資産売却益 ※2
 6 －

特別利益合計 6 3,752

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,483

投資有価証券評価損 － 4,058

固定資産除却損 ※3
 198 －

特別損失合計 198 5,541

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △198,939 57,765

法人税、住民税及び事業税 534 935

法人税等調整額 5,108 －

法人税等合計 5,642 935

当期純利益又は当期純損失（△） △204,581 56,829
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 93,764 58.6 137,16578.3

Ⅱ　労務費 　 32,155 20.1 22,846 13.0

Ⅲ　経費 ※1 34,092 21.3 15,205 8.7

　　当期総製造費用 　 160,012100.0 175,216100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 1,473　 21,405　

　　　合計 　 161,485　 196,622　

　　原価差額 ※2 110　 589　

　　期末仕掛品たな卸高 　 21,295　 729　

　　当期製品製造原価 　 140,079　 195,303　

　 　 　 　 　 　

(注)　※1　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

外注加工費

地代家賃

17,133千円

4,196千円

減価償却費 179千円

消耗品費 4,199千円

旅費及び交通費 6,923千円

賃借料 392千円
　

外注加工費

地代家賃

5,493千円

6,436千円

減価償却費 463千円

消耗品費 1,180千円

旅費及び交通費 1,500千円

　
(注） ※2　原価差額は、期末仕掛品たな卸高に係るものであります。このほか、当期製品製造原価にも原価差額が　

　　 含まれております。

　

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、ロット別個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 123,825 123,825

当期変動額

新株の発行 － 35,000

新株の発行（新株予約権の行使） － 6,825

当期変動額合計 － 41,825

当期末残高 123,825 165,650

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 166,527 166,527

当期変動額

新株の発行 － 35,000

新株の発行（新株予約権の行使） － 6,825

当期変動額合計 － 41,825

当期末残高 166,527 208,352

資本剰余金合計

前期末残高 166,527 166,527

当期変動額

新株の発行 － 35,000

新株の発行（新株予約権の行使） － 6,825

当期変動額合計 － 41,825

当期末残高 166,527 208,352

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 47,577 △157,004

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △204,581 56,829

当期変動額合計 △204,581 56,829

当期末残高 △157,004 △100,175

利益剰余金合計

前期末残高 47,577 △157,004

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △204,581 56,829

当期変動額合計 △204,581 56,829

当期末残高 △157,004 △100,175

株主資本合計

前期末残高 337,929 133,347

当期変動額

新株の発行 － 70,000

新株の発行（新株予約権の行使） － 13,650

当期純利益又は当期純損失（△） △204,581 56,829

当期変動額合計 △204,581 140,479

当期末残高 133,347 273,827
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － △235

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△235 △531

当期変動額合計 △235 △531

当期末残高 △235 △766

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △7,834

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△7,834 △28,182

当期変動額合計 △7,834 △28,182

当期末残高 △7,834 △36,016

評価・換算差額等合計

前期末残高 － △8,069

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,069 △28,713

当期変動額合計 △8,069 △28,713

当期末残高 △8,069 △36,783

新株予約権

前期末残高 2,705 2,705

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △650

当期変動額合計 － △650

当期末残高 2,705 2,055

純資産合計

前期末残高 340,634 127,982

当期変動額

新株の発行 － 70,000

新株の発行（新株予約権の行使） － 13,650

当期純利益又は当期純損失（△） △204,581 56,829

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,069 △29,363

当期変動額合計 △212,651 111,115

当期末残高 127,982 239,098
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △198,939 57,765

減価償却費 768 47,003

ソフトウエア償却費 234 226

固定資産除却損 198 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,140 14,907

退職給付引当金の増減額（△は減少） 626 1,265

受取利息及び受取配当金 △500 △524

支払利息 8,533 13,295

デリバティブ評価損益（△は益） 1,867 47,936

固定資産売却損益（△は益） △6 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 4,058

投資有価証券売却損益（△は益） － 1,483

為替差損益（△は益） △585 6,708

株式交付費 － 815

売上債権の増減額（△は増加） 201,991 △398,625

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,833 △22,982

仕入債務の増減額（△は減少） △113,460 104,119

前渡金の増減額（△は増加） △4,422 2,403

未払金の増減額（△は減少） 809 4,168

未収消費税等の増減額（△は増加） △8,330 △18,557

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,068 －

その他 △2,700 △19,812

小計 △141,677 △154,345

利息及び配当金の受取額 500 524

利息の支払額 △9,223 △15,509

法人税等の還付額 － 10,484

法人税等の支払額 △31,994 △428

営業活動によるキャッシュ・フロー △182,395 △159,274

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △600

有形固定資産の取得による支出 △88,863 △59,807

有形固定資産の売却による収入 36 －

無形固定資産の取得による支出 △413 －

投資有価証券の取得による支出 △7,728 △15,633

投資有価証券の売却による収入 － 4,923

敷金及び保証金の差入による支出 △3,045 －

敷金及び保証金の回収による収入 6,400 45

保険積立金の積立による支出 △7,607 △8,588

保険積立金の解約による収入 1,420 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △99,800 △79,660
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 220,000 17,499

長期借入れによる収入 50,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △1,430 △68,948

株式の発行による収入 － 70,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 13,000

株式の発行による支出 － △815

財務活動によるキャッシュ・フロー 268,570 230,735

現金及び現金同等物に係る換算差額 585 △6,708

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,040 △14,906

現金及び現金同等物の期首残高 242,329 229,289

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 229,289

※1
 214,382
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　【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

　１　有価証券の評価基準及び
　　　評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　　当事業年度末日の市場価格等に基づ　　
　く時価法（評価差額は、全部純資産直
　入法により処理し、売却原価は移動平
　均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

　２　デリバティブ取引により
　　  生じる正味の債権及び債
      務の評価基準及び評価方
      法

　デリバティブ
　　時価法

 デリバティブ
                同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、原材料

総平均法による原価法

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(3) 貯蔵品

最終仕入原価法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)によっておりま

す。

 

(1) 商品、製品、原材料

総平均法

(2) 仕掛品

個別法

(3) 貯蔵品

最終仕入原価法

 

(会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準第

９号　平成18年７月５日公表分)を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。
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項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

(主な耐用年数）

機械及び装置　　　　　　　11年

工具、器具及び備品　　３～６年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　なお、当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

　この変更による損益への影響は軽微

であります。

 

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産

定率法

(主な耐用年数）

機械及び装置　　　　　　　５年

工具、器具及び備品　　３～６年

 

　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(2) 無形固定資産

同左

５　繰延資産の処理方法 　　　　　　　　― 　株式交付費

　　支払時に全額費用として処理して　

　おります。

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

社退職金規程に基づく期末自己都合退

職金要支給額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

７　リース取引の処理方法

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計方法に

よっております。

　　　　　　――――――

 

８　ヘッジ会計の方法

 

（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約

　　通貨オプション

　ヘッジ対象

　　外貨建金銭債務及び

　　外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針

　　取引権限及び取引限度額等を定

　めた社内ルールに基づき、外貨建

　取引の為替変動によるリスクの軽

　減・相殺を目的として、ヘッジを　

　行うことを原則としております。

　なお、取引の契約先は信用度の高

　い銀行等に限定されており、相手

　先の契約不履行によるリスクはほ

　とんどないと判断しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ有効性の判定は、ヘッジ

　開始時から有効性判定時点までの

　期間においてヘッジ対象の相場変

　動の累計とヘッジ手段の相場変動

　の累計を比較し、両者の変動額等

　を基礎にして判断しております。　

（1）ヘッジ会計の方法

　　　　　　　同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　同左

　　

　　

　

　　

　　

（3）ヘッジ方針

　　　　　　　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　同左

９　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヵ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について、僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。

同左

10　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

―――――― (リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計

士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年６月30日以前のものについ

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　当事業年度において、この変更に伴う損益に与える影
響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

 

――――――

(損益計算書)
　①前事業年度において独立掲記しておりました「旅費
及び交通費」（当事業年度は15,761千円）「支払手数
料」（当事業年度は14,696千円）は販売費及び一般管
理費の総額の100分の５以下となったため、販売費及び
一般管理費の「その他」に含めて表示することといた
しました。
　②前事業年度において独立掲記しておりました「広告
宣伝費」（当事業年度は5,259千円）「消耗品費」（当
事業年度は5,014千円）は、明瞭性を高めるため販売費
及び一般管理費の「その他」として表示することとい
たしました。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年６月30日)
当事業年度

(平成21年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　―
 ※１　手形割引高
　　　　 受取手形割引高　　　　　　　　158,311千円

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 550,000　千円

借入実行残高 350,000　〃

差引額 200,000　千円

※２　財務制限条項等

（1）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 300,000　千円

借入実行残高 300,000　〃

差引額 　―　千円

　

（2）当社の借入金のうち日本政策金融公庫からの　

　

　長期借入金（当事業年度末残高100,000千円）に

　は、当事業年度の純資産額及び第三者への貸付、出

　資、保証の書面による事前承諾を約する財務制限条

　項が付されております。

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
 至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

※１　他勘定振替高の明細　
       その他（販売費及び一般管理費）　　　27千円

※１　他勘定振替高の明細　
       その他（販売費及び一般管理費）　　610千円

※２　固定資産売却益の内訳は下記のとおりでありま
　　す。　
　　　　工具、器具及び備品　　　　　　　　 6千円

　　　　　　　　　　　　―

※３　固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま
　　す。　
　　　　工具、器具及び備品　　　　     　198千円

　　　　　　　　　　　　―

　　　　　　　　　　　　―
 

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、850千円で
　　あります。
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 36,240 ― ― 36,240

(注)　当事業年度末までに取得及び保有している自己株式はありません。

　

２．新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
増加 減少

当事業
年度末

平成17年６月15日
取締役会決議

普通株式 5,410 ― ― 5,410 2,705

合計 5,410 ― ― 5,410 2,705

（注）　上表の新株予約権はすべて権利行使可能なものであります。

　

３．配当に関する事項

　　配当は実施しておりません。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 36,240 8,300 ― 44,540

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次の通りであります。

　１.　新株予約権の権利行使による増加　　　　　　1,300株

　　　　２.　新株の発行（第三者割当増資）による増加　　7,000株

(注)　当事業年度末までに取得及び保有している自己株式はありません。

　

２．新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当事業年度末
残高（千円）前事業

年度末
増加 減少

当事業
年度末

平成17年６月15日
取締役会決議

普通株式 5,410 ― 1,300 4,110 2,055

合計 5,410 ― 1,300 4,110 2,055

（注）１　上表の新株予約権はすべて権利行使可能なものであります。

　　　２　新株予約権の減少は、権利行使によるものです。

　

３．配当に関する事項

　　配当は実施しておりません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 229,289千円

現金及び現金同等物 229,289千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 214,382千円

現金及び現金同等物 214,382千円

　

(リース取引関係)
　

前事業年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額　

　　相当額及び期末残高相当額

　リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
工具、器具

及び備品
合計

　 (千円) (千円)
取得価額

相当額
17,98517,985

減価償却累計額

相当額
3,697 3,697

期末残高

相当額
14,28714,287

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

　
工具、器具

及び備品
合計

　 (千円) (千円)
取得価額

相当額
17,98517,985

減価償却累計額

相当額
7,463 7,463

期末残高

相当額
10,52110,521

 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,639千円

１年超 10,850〃

　合計 14,489千円

 

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

１年以内 3,764千円

１年超 7,085〃

　合計 10,850千円

 

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 

支払リース料 4,002千円

減価償却費相当額 3,697〃

支払利息相当額 507〃

　

支払リース料 4,077千円

減価償却費相当額 3,766〃

支払利息相当額 437〃

　

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　 　減価償却費相当額の算定方法

　　 　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

　　　 する定額法によっております。

　　 　利息相当額の算定方法

　　   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

       の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

       については、利息法によっております。

 

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　 　減価償却費相当額の算定方法

　　 　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

　　　 する定額法によっております。

　　 　利息相当額の算定方法

　　   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

       の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

       については、利息法によっております。
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(有価証券関係)

　

　１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

取得原価

貸借対照表日
における
貸借対照表
計上額

差額 取得原価

貸借対照表日
における
貸借対照表
計上額

差額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　 　 　 　

　株式 7,728 7,493 △235 11,895 11,129 △766

合計 7,728 7,493 △235 11,895 11,129 △766

(注)　表中の「取得価額」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資有価証

券評価損4,058千円を計上しております。

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、

45％程度以上下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

　

　２　当事業年度中に売却したその他有価証券

　

区分

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

株式 ― ― ― 350 ― 1,082

その他 ― ― ― 4,573 ― 400

合計 ― ― ― 4,923 ― 1,483

　

　
　３　時価評価されていない有価証券

区分

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券 　 　

　　非上場株式 ― 1,000

合計 ― 1,000
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(デリバティブ取引関係)

　

　１　取引の状況に関する事項
　

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年６月30日)

１　取引の状況に関する事項
　①　取引の内容
　利用しているデリバティブ取引は、通貨オプション、為
替予約取引であります。
　②　取引に対する取組方針
　デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク
回避を目的としており、投機的取引は行わない方針であ
ります。
　③　取引の利用目的
　デリバティブ取引は、外貨建予定取引の為替変動リス
クを回避する目的で利用しております。
　(1)ヘッジ手段とヘッジ対象
　　 　ヘッジ手段
　　　　為替予約
　　　　通貨オプション
　　 　ヘッジ対象
　　　　外貨建金銭債務及び外貨建予定取引
　(2)ヘッジ方針
　取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づ
き、外貨建取引の為替変動によるリスクの軽減・相殺を
目的として、ヘッジを行うことを原則としております。
なお、取引の契約先は信用度の高い銀行等に限定されて
おり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどない
と判断しております。
　(3)ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ有効性の判定は、ヘッジ開始時から有効性判定
時点までの期間においてヘッジ対象の相場変動の累計
とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にしております。

１　取引の状況に関する事項
　①　取引の内容
　　　　　同左
 
　②　取引に対する取組方針
　　　　　同左　
　
 
  ③　取引の利用目的
　　　　　同左

　④　取引に係るリスクの内容
　利用している通貨オプション、為替予約取引は、為替相
場の変動によるリスクを有しておりますが、外貨建予定
取引が有している為替相場の変動リスクを相殺するこ
とを目的としており、その効果によりさらされている為
替相場の変動リスクの絶対量は小さくなっております。
　なお、デリバティブ取引の契約先の契約不履行による
リスク（信用リスク）を有しておりますが、契約先は信
用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクは、ほと
んどないと判断しております。

　④　取引に係るリスクの内容
　　　　　同左

　⑤　取引に係るリスク管理体制
　取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度
額等を定めた社内ルールに基づき行っております。
　⑥　取引の時価等に関する事項についての補足説明
　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ
くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、ま
たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ
ティブ取引の大きさを示すものではありません。
 

　⑤　取引に係るリスク管理体制
　　　　　同左
　
　⑥　取引の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　　同左
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　２　取引の時価等に関する事項

　

区
分

種類

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引 　 　 　 　 　 　 　 　

　買建  ユーロ 192,311172,660190,822△1,489167,994116,662143,541△24,452

オプション取引 　 　 　 　 　 　 　 　

　買建　ユーロ 127,17797,253126,799△377 97,25367,32971,901△25,351

合計 319,488269,913317,621△1,867265,247183,991215,443△49,803

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

２　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

３　ヘッジ会計が適用されるデリバティブは除いております。
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(退職給付関係)
　

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び

厚生年金基金制度（東京都電機厚生年金基金）を採用

しております。

　　当社の加入する厚生年金基金は総合設立型の厚生年金

基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算することができませんので、当該年金基金

への要拠出額を退職給付費用として処理しておりま

す。

　　なお、同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出割

合により算出した平成20年６月30日現在の年金資産残

高200,631千円であります。

 

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を採用しており、また、当社は

総合設立の厚生年金基金制度（東京都電機厚生年金基

金）を併用しております。当該厚生年金基金制度は退

職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制度であり

ます。

　　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する制事項は次のとおりでありま

す。

　（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月

31日現在）

年金資産の額 299,283,730千円

年金財政計算上の給付債務の額 327,524,980千円

差引額 △28,241,249千円

　（2）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月

31日現在）

0.05％

　（3）補足説明に関する事項

　　　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政上計　

　算上の剰余金25,038,773千円、資産評価調整加算

　額31,351,646千円及び過去勤務債務残高21,928,37

　7千円であります。

　　また、本制度における過去勤務債務の償却方法

　は期間20年の元利均等償却であります。

 

２　退職給付債務に関する事項

　　　退職給付債務　　　　　　 4,328千円

　　　退職給付引当金 4,328千円
 

２　退職給付債務に関する事項

　　　退職給付債務　　　　　　 5,593千円

　　　退職給付引当金 5,593千円
 

３　退職給付費用に関する事項

　　　勤務費用
　　　その他の退職給付費用
　　　（厚生年金基金拠出金）

1,066千円
7,433千円

　　　退職給付費用 8,500千円

３　退職給付費用に関する事項

　　　勤務費用
　　　その他の退職給付費用
　　　（厚生年金基金拠出金）

1,265千円
7,264千円

　　　退職給付費用 8,529千円
 

　　（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除　

　　　しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等につ

いては該当ありません。

 

　　（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除　

　　　しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等につ

いては該当ありません。

　

(ストック・オプション等関係)
　
前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

前事業年度において付与しておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

当事業年度において付与しておりませんので、該当事項はありません。
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(税効果会計関係)
　

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

未払事業税否認額 254千円

商品評価損否認額 970千円

製品評価損否認額 252千円

仕掛品評価損否認額 8,651千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,057千円

繰延ヘッジ損益 3,187千円

　　　　　　　　　　小計 17,374千円
評価性引当金 △17,374千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円
 

繰越欠損金 68,296千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,761千円

その他有価証券評価差額金 95千円

　　　　　　　　　　小計 70,153千円
評価性引当金 △70,153千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

繰延税金資産　合計 －千円

 

 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

 

　　当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、

記載を省略しております。

 

未払事業税否認額 819千円

商品評価損否認額 1,235千円

製品評価損否認額 3,417千円

仕掛品評価損否認額 22,626千円

繰延ヘッジ損益 14,655千円

　　　　　　　　　　小計 42,755千円
評価性引当金 △42,755千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円
 
 

繰越欠損金 14,724千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,123千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,276千円

投資有価証券評価損否認額 1,651千円

その他有価証券評価差額金 312千円

　　　　　　　　　　小計 29,088千円
評価性引当金 △29,088千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

繰延税金資産　合計 －千円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

 

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.1〃

住民税均等割等 1.5〃

評価性引当金額増減 △47.2〃

その他 1.5〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.6％

 

　

(持分法損益等)
　
前事業年度　（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

関連会社がないため、該当事項はありません。

　

当事業年度　（自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日）

関連会社がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　　　重要性が乏しいため注記を省略しております。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

(追加情報)

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　

企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会

計基準適用指針第13号)を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１　関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 那須　郁雄 ― ―
当社
代表取締役
社長兼CEO

(被所有)
直接3.33

債務被保証

当社銀行借
入に対する
債務被保証
（注２）

48,212― ―

役員 高橋　進 ― ―
当社
代表取締役
CTO

(被所有)
直接1.34

債務被保証

当社銀行借
入に対する
債務被保証
（注２）

48,212― ―

(注) １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　当社は、東京信用保証協会保証の銀行借入50,000千円（当初借入額）に対して、当社代表取締役社長兼CEO那須

郁雄及び当社代表取締役CTO高橋進の債務保証を受けております。

　　また、当該債務保証につきまして、保証料の支払い及び担保の提供等は行っておりません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり純資産額 3,456.90円
　

１株当たり純資産額 5,322.03円
　

１株当たり当期純利益金額 △5,645.20円
　

１株当たり当期純利益金額 1,549.85円
　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調
整後１株当たり当
期純利益金額につ
いては、新株予約
権がありますが、
１株当たり当期純
損失が計上されて
いるため記載して
おりません。　　　

　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

1,544.06円
　

(注)　算定上の基礎

　

　1　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成20年６月30日)
当事業年度

(平成21年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 127,982 239,098

普通株式に係る純資産額(千円) 125,277 237,043

差額の主な内訳(千円) 　 　

　新株予約権 2,705 2,055

普通株式の発行済株式数(株) 36,240 44,540

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

36,240 44,540

　

　2　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
(千円)

△204,581 56,829

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
(千円)

△204,581 56,829

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 36,240 36,668

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

　 　

　新株予約権 ― 137

普通株式増加数(株) ― 137

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

新株予約権１種類（新株
予約権の数5,410個）

新株予約権１種類（平成
20年11月21日行使　新株
予約権の数500個）
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

―――――― 1.　第三者割当による新株式発行

　　当社は、平成21年８月14日開催の当社取締役会に

　おいて、第三者割当による新株式の発行を決議いた

　しました。

（１）　発行新株式数：普通株式　2,800株

（２）　発行価額：一株につき金10,500円

（３）　発行価額の総額：29,400,000円

（４）　資本組入額：一株につき金5,250円

（５）　募集又は割当方法：第三者割当の方法による

（６）　割当先及び割当株式数：東神電気株式会社　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,800株

（７）　申込期日：平成21年８月30日（日）

（８）　払込期日：平成21年８月31日（月）

（９）　当該株式の保有に関する事項

　　　当該株式の保有については、割当先から長期保

　　有する方針を確認しており、やむを得ず新株発行

　　か６か月以内に新株式の全部又は一部を譲渡した

　　場合には、その内容を当社に書面にて報告する旨

　　の依頼をする予定であります。

（10）　調達する資金の具体的な用途

　　　今回の新株式発行による資金は、運転資金に充

　　当する予定であります。

2.　第三者割当増資の払込手続完了に関して

　　上記第三者割当により発行される株式の募集に関

　して、払込手続きは平成21年８月31日に完了いたし

　ました。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価
証券

その他有
価証券

スリープログループ㈱ 70 5,768

キャリアバンク㈱ 140 4,746

信特科技股?有限公司 588,000 1,000

ＦＸプライム㈱ 1,000 615

計 589,210 12,129

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　機械及び装置 515 140,610 － 141,12545,89545,56395,229

　工具、器具及び備品 4,143 2,350 － 6,493 4,516 1,367 1,977

　建設仮勘定 87,631 － 87,631 － － － －

有形固定資産計 92,289142,96087,631147,61950,41146,93097,207

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　商標権 728 － － 728 121 72 606

　ソフトウェア 1,755 － － 1,755 1,518 226 236

　電話加入権 24 － － 24 － － 24

無形固定資産計 2,507 － － 2,507 1,639 299 867

 長期前払費用 － 1,714 － 1,714 － － 1,714

(注)  当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 川崎センター 研究開発用液晶製造装置 83,153千円

　 川崎センター 研究開発用液晶製造装置 46,783千円

　 川崎センター 研究開発用液晶製造装置 10,196千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 360,000 377,499 2.12 ―

１年内返済予定の長期借入金 17,160 58,512 2.87 ―

１年内返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く)

31,410 121,110 2.81
平成22年８月２日～
平成28年３月31日

リース債務(１年内返済予定のも
のを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 408,570 557,121 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年内返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

55,602 38,156 7,152 7,748

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 9,972 18,660 － 3,752 24,880

(注)  貸倒引当金の当期減少額（その他）は、売掛金の回収に伴う減少額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 －

預金 　

普通預金 214,382

預金計 214,382

合計 214,382

　

②　受取手形

　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

ユニダックス株式会社 2,928

宇野株式会社 1,076

株式会社高木商会 1,033

大塚刷毛製造株式会社 487

オーウェル株式会社 275

その他 910

合計 6,711

　 　

　

　期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成21年８月満期 162

平成21年９月満期 2,759

平成21年10月満期 3,360

平成21年11月満期 429

合計 6,711
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　割引手形の期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成21年７月満期 11,275

平成21年８月満期 11,151

平成21年９月満期 7,134

平成21年11月満期 128,751

合計 158,311

　

③　売掛金

　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

L-TES SYSTEM LIMITED 350,400

株式会社メカミック 135,240

ユニダックス株式会社 5,058

白河オリンパス株式会社 3,753

コニカミノルタエムジー株式会社 3,174

その他 23,646

合計 521,272

　

　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

95,092 1,424,576 973,516 521,272 64.1 79.0

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　商品及び製品

　

区分 金額(千円)

商品 　

　液晶製造装置他 63,920

　産業用安全スイッチ他 19,268

　医療用フットスイッチ他 16,785

　測定器他 5,102

　その他 8,054

計 113,130

製品 　

　液晶検査装置 3,169

計 3,169

合計 116,300

　

⑤　仕掛品

　

区分 金額(千円)

液晶検査装置 1,319

合計 1,319

　

⑥　原材料及び貯蔵品

区分 金額(千円)

液晶検査装置部材 7,504

印刷物 309

宣伝用QUOカード 65

その他 22

合計 7,902
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⑦　買掛金

　

相手先 金額(千円)

有限会社フジヨシ 120,069

JAN MAO INDUSTRIES CO.,LTD 5,917

有限会社オメガ技術研究所 2,979

株式会社ミスズ工業 2,550

ELCOMETER LIMITED 2,322

その他 6,767

合計 140,607

　

⑧　短期借入金

　

相手先 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 100,000

株式会社みずほ銀行 87,499

株式会社りそな銀行 80,000

株式会社横浜銀行 50,000

株式会社八十二銀行 50,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 10,000

合計 377,499

（注)　１年内返済予定の長期借入金は、「主な資産及び負債の内容」の「長期借入金」に記載しております。

　

⑨　デリバティブ債務

　

区分 金額(千円)

オプション負債 56,895

為替予約 29,565

合計 86,460
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⑫　長期借入金

　

区分 金額(千円)

日本政策金融銀行
100,000

（34,200）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
48,212

（7,152）

株式会社横浜銀行
31,410

（17,160）

合計
179,622

（58,512）

（注） 「金額」欄の（内数）書金額は、１年内返済予定の長期借入金であり、「貸借対照表」では、流動負債の部に

「１年内返済予定の長期借入金」として計上されております。
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成20年7月１日
  至 平成20年9月30日)

第2四半期
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

第3四半期
(自 平成21年1月１日
  至 平成21年3月31日)

第4四半期
(自 平成21年4月１日
  至 平成21年6月30日)

売上高　（千円） 227,691 439,982 339,766 387,435

税引前四半期純利益
金額又は税引前四半
期純損失金額（△）
（千円）

△27,644 49,863 931 34,613

四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
（△）(千円)

△27,897 49,646 686 34,394

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額（△）(円)

△769.80 1,361.55 18.67 923.84
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日
12月31日
６月30日

１単元の株式数 ―

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が
できない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する。（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

　　　 http://www.innext.co.jp/
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

  当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第５期(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)平成20年９月29日関東財務局長に提出

　

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第６期第１四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)平成20年11月14日関東財務局長に提出

第６期第２四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)平成21年２月13日関東財務局長に提出

第６期第３四半期(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)平成21年５月15日関東財務局長に提出

　

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書　

平成21年９月７日関東財務局長に提出

　

　

(4) 四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

第６期第２四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)平成21年２月17日関東財務局長に提出

　

　

EDINET提出書類

株式会社インネクスト(E01763)

有価証券報告書

70/74



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社インネクスト(E01763)

有価証券報告書

71/74



独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年９月19日

株式会社インネクスト

取締役会　御中

優成監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　善　　孝　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　小　　松　　亮　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インネクストの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第５期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インネクストの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年９月24日

株式会社インネクスト

取締役会　御中

優成監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　善　　孝　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　松　　亮　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インネクストの平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第６期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インネクストの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年８月14日開催の取締役会において、第三者割当に

よる新株式の発行を決議した。なお、第三者割当増資の払込手続は平成21年８月31日に完了している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社インネク

ストの平成21年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社インネクストが平成21年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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